























① 公共事業を巡る新聞論調の時系列分析  
② 新聞報道送り手側の情報の取捨選択に関する実証的分析  
③ 公共事業を巡る各種言葉のイメージ変化要因に関するパネル分析  
④ 報道の送り手側の内部実態調査に基づく公共事業報道の背景の考察  
本論文の構成は 7 章から成っており、第 1 章では研究の背景・目的を述べ、第 2 章で
は世論に対するマス・メディアの影響や、公共事業を巡る世論・報道についての既往





















0.30 倍でしか報道されておらず、実に約 9 倍の報道されやすさの差が示され、政策の
背後にあるイデオロギーによって報道に大きな歪みが生じ得る可能性が示唆された。  
また、第 5 章では公共事業に関連する言葉に対して一般国民が抱くイメージの把握に








































 氏 名 田中 皓介 
（論文審査の結果の要旨） 
公益増進に資する公共事業の実施のためには、理性的な議論に基づく計画・検討が求
められる。しかし、近年の公共事業を巡る世論やメディア報道においては、理性的な議
論とは言い難いような言説が散見され、過剰とも言えるほどに批判的なものであること
も懸念される。こうした世論について、これまで人々の意識を対象とした研究が行われ
てきたものの、そうした世論に対して少なからぬ影響を持ち得る可能性が指摘されてき
たマス・メディアを対象にした研究は十分に行われていなかった。  
当該研究は、以上の問題意識の下に公共事業を巡る報道について、その実態やその世
論に対する影響、さらにはその報道内容を規定している要因を探索するものであり、そ
れをもって理性的な世論状況の形成を通して社会の漸次的な改善を期するものである。 
これにあたり、第一に、戦後日本における公共事業を巡る新聞社説論調を定量的に分
析し、特に 2000 年代における報道が極端に批判的な傾向であったことをはじめ、その
報道傾向の実態を明らかにしている。  
第二に、米国一般教書演説を事例として、その新聞報道内容を定量的に分析すること
によって、現代日本における新聞報道内容に、特にイデオロギーを背景とするような歪
みが存在している可能性を指摘している。  
第三に、複数回のパネル調査を行うとともに、新聞報道量との関係を分析することに
より、新聞報道が人々の抱くイメージに対して影響力を持ち得る可能性を実証的に示し
ている。  
第四に、公共事業に対する批判的な報道について、報道の制作過程に着目し、ヒアリ
ング調査や既存の出版物に基づいてとりまとめたマス・メディアの内実についての知見
から、報道内容を規定している要因や背景に関する探索的研究を行い、情報源組織、記
者やメディア組織、さらには受け手の人々など、様々な問題を指摘している。  
以上のとおり、本研究は土木計画をはじめ、公共事業を巡る報道および世論について、
その実態を明らかにするものであり、今後公共事業の適切な実施に向けた報道および世
論についての諸課題改善の実践を考えるにあたって、意義のあるものと考えられる。よ
って、本論文は博士（工学）の学位論文として価値あるものと認める。また、平成２８
年１月１８日、論文内容とそれに関連した事項について試問を行って、申請者が博士後
期課程学位取得基準を満たしていることを確認し、合格と認めた。 
 
